
平成26年６月４日
株 主 各 位

第118回定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

１．連結計算書類における連結注記表

２．計算書類における個別注記表

［第118期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）］

ＴＤＫ株式会社

会計監査人及び監査役の監査を受けた本開示書類は、法令及び当社定款第
16条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.tdk.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供
するものであります。



連結注記表

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項】
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　　　　　116社
主要な連結子会社の名称　　　　　　　TDK-EPC株式会社

TDKラムダ株式会社
TDK-MCC株式会社
SAE Magnetics (Hong Kong) Limited
TDK U.S.A. Corporation
TDK Europe S.A.
EPCOS AG

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数　　　　　　　７社
主要な持分法適用関連会社の名称　　　株式会社半導体エネルギー研究所

３．重要な会計方針
⑴　連結計算書類の作成基準

当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条の２第１項の規定により、米国において一般に公
正妥当と認められる会計原則に基づいて作成しております。ただし、同項後段の規定に準拠して、
米国において一般に公正妥当と認められる会計原則により要請される記載及び注記の一部を省略し
ております。

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
製品及び仕掛品については、主に総平均法による低価法、材料及び貯蔵品については、主に移動

平均法による低価法により評価しております。
⑶　有価証券の評価基準及び評価方法

米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（以下、ＡＳＣ）３２０「投資－負債証券及び持分証券」
を適用しております。

売却可能有価証券　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法
（未実現評価差額は全額純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）
⑷　有形固定資産の減価償却方法

当社及び連結子会社は、定額法により計算しております。
従来、当社及び一部の連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法として主として定率法を採用

しておりましたが、事業構造改革を契機に減価償却方法の見直しを行った結果、有形固定資産の今
後の使用形態をより適切に反映し、原価配分をより適切に収益に対応させる定額法が望ましい方法
であると判断し、当連結会計年度より定額法に変更しました。

また、一部の有形固定資産の見積耐用年数についてもあわせて見直しを行っております。
これらの変更の影響は、ＡＳＣ２５０「会計上の変更及び誤謬の修正」に基づき、会計上の見積

もりの変更として将来にわたって認識されます。
当該変更により、従来の方法と比較して、当連結会計年度の継続事業税引前当期純利益は1,197

百万円増加しております。また、当連結会計年度の当社株主に帰属する当期純利益及び基本１株当
たり当社株主に帰属する当期純利益は、それぞれ745百万円及び5円92銭増加しております。
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⑸　のれん及びその他の無形固定資産
のれんについては償却を行わず、レポーティングユニットの公正価値が帳簿価額に満たない可能

性が50％を超えないと判断される場合を除き、少なくとも年に一度、あるいは減損の兆候があった
場合はより頻繁に、減損テストを行っております。

無形固定資産について、耐用年数が確定できない無形固定資産の償却は行わず、耐用年数が明ら
かになるまで、公正価値が帳簿価額に満たない可能性が50％を超えないと判断される場合を除き、
少なくとも年に一度、あるいは減損の兆候があった場合はより頻繁に、減損テストを行っておりま
す。また、耐用年数が見積もり可能な無形固定資産は見積耐用年数で定額償却しております。

⑹　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金　　　　　　ＡＳＣ７１５「報酬－退職給付」に準拠し、従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の
公正価値に基づき計上しております。
過去勤務費用については、従業員の平均残存勤務年数で定額償却し
ております。
数理計算上の純損失については、回廊（＝期首時点における退職給
付債務と年金資産の公正価値のいずれか大きい方の10％）を超える
部分について、従業員の平均残存勤務年数で定額償却しております。

⑺　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

⑻　税金
法人税等の会計処理は、会計上の資産及び負債と税務上のそれらとの差額、並びに税務上の繰越

欠損金及び繰越税額控除に係る将来の税効果額を、繰延税金資産または負債として認識する資産負
債法により行っております。

また、税務ポジションが税務当局による調査において50％超の可能性をもって認められる場合
に、その財務諸表への影響を認識しております。税務ポジションに関連するベネフィットは、税務
当局との解決により、50％超の可能性で実現が期待される最大金額で測定されます。

【連結貸借対照表に関する注記】
１. 貸倒引当金 1,690百万円
２. 有形固定資産の減価償却累計額 680,917百万円
３. その他の包括利益（△損失）累計額には、外貨換算調整額、年金債務調整額、有価証券未実現利益

（△損失）が含まれております。
４．担保に供している資産

⑴　リース債務（3,092百万円）の担保として、有形固定資産（2,349百万円）を供しております。
⑵　関税支払期日延長を目的として、投資有価証券（1,302百万円）を東京税関他に対し担保供出し

ております。
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５．保証債務
従業員の住宅購入のための借入金に対する債務保証を行っており、仮に債務不履行が発生した場合、

当社が負担する割引前最高支払額は1,870百万円となります。

【１株当たり情報に関する注記】
当社株主に帰属する継続事業当期純利益

基本
希薄化後

18,940百万円
17,896百万円

当社株主に帰属する非継続事業当期純損失
基本
希薄化後

△ 2,652百万円
△ 2,652百万円

当社株主に帰属する当期純利益
基本
希薄化後

16,288百万円
15,244百万円

加重平均発行済普通株式数－基本
ストックオプション行使による増加株式数
加重平均発行済普通株式数－希薄化後

125,808千株
207千株

126,015千株

１株当たり当社株主に帰属する継続事業当期純利益
基本
希薄化後

１株当たり当社株主に帰属する非継続事業当期純損失
基本
希薄化後

１株当たり当社株主に帰属する当期純利益
基本
希薄化後

１株当たり株主資本
期末発行済普通株式の総数
普通株式の自己株式数
１株当たり株主資本の算定に用いられた発行済株式数

150円55銭
142円01銭

△ 21円08銭
△ 21円08銭

129円47銭
120円97銭

5,049円72銭
129,590千株

3,776千株
125,814千株

（注）１. 当社株主に帰属する継続事業当期純利益及び当社株主に帰属する当期純利益に対する希薄化
は、連結子会社が発行するストックオプションの行使を仮定した場合の利益の減少により生じ
ております。

２. １株当たり当社株主に帰属する当期純利益は、当社株主に帰属する継続事業当期純利益、当社
株主に帰属する非継続事業当期純損失及び当社株主に帰属する当期純利益についてそれぞれ
独立して算定しているため、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益は、希薄化後
１株当たり当社株主に帰属する継続事業当期純利益と希薄化後１株当たり当社株主に帰属す
る非継続事業当期純損失との合計とはなりません。
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【金融商品に関する注記】
当社は、現預金等（現金、預金、短期投資及び有価証券）を流動性資金と認識し、短期で安全性の高

い運用を基本としております。
また、月次連結売上高の2.0ヶ月以上の流動性の維持に努めており、使途に応じて金融機関からの短期

及び長期の借入や普通社債の発行による資金調達を行っております。
借入に際しては変動金利と固定金利との組み合わせにより、経済実勢に沿った利払いとしております。
売上債権に係る顧客の信用リスクについては、当社における与信管理規程に基づき適正な判断を行っ

ております。
投資有価証券の多くは上場株式であり、四半期ごとに公正価値で評価しております。

公正価値の見積もりが可能な金融商品につき、その見積もりに用いられた方法及び仮定は次のとおり
であります。

⑴現金及び現金同等物、短期投資、売上債権、その他の流動資産、短期借入債務、仕入債務、未払
費用等、未払税金及びその他の流動負債

これらの金融商品（デリバティブ金融商品を除く）は期日が短く、帳簿価額がほぼ公正価値に
等しくなっております。

⑵有価証券及び投資
有価証券及び投資の公正価値は、その取引相場を基に算定しております。

⑶長期借入債務
長期借入債務の公正価値は、それぞれの長期借入債務の将来のキャッシュ・フローを、同様の

期日をもった類似の借入を当社が決算日に行った場合の借入利率で割引いた金額または、同一ま
たは類似債券の取引所の相場を基に見積もっております。平成26年３月31日現在、金融商品の
帳簿価額と公正価値の見積額は次のとおりであります。

（単位：百万円）
帳簿価額 公正価値

資産：
投資及びその他の資産 34,519 34,519

負債：
１年以内返済予定分を含む長期借入債務（リー
ス債務除く） △ 128,185 △ 129,382

⑷デリバティブ金融商品
主に外貨建て資産及び負債並びに予定取引に係る為替リスク及び事業に係る原材料調達の価

格変動リスクを管理するために、先物為替予約契約、通貨スワップ契約及び商品先物取引契約を
締結しております。

平成26年３月31日現在、デリバティブ金融商品の残高は次のとおりであります。
（単位：百万円）

契 約 額 帳簿価額 公正価値
先物為替予約 94,707 295 295
通貨スワップ 34,022 161 161
商品先物取引 1,297 46 46
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品及び製品、仕掛品　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

②　材料及び貯蔵品　　　　　　　　月次移動平均法による原価法（貸借対照表額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
 　建物　　　　　３～50年
 　機械及び装置　４～22年

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可
能期間（主として５～10年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース
開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑸　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金　　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度に
おける支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
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③　退職給付引当金
 　　（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、退職給付制度毎の当事業年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
による定額法により、翌事業年度から費用処理し、過去勤務費
用はその発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によ
り処理しております。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる事項
①繰延資産の処理方法

社債発行費　　　　　　　　　　社債の償還までの期間にわたり利息法により償却しております。
②退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用
　　　　　　　　　　　　　　　　の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
　　　　　　　　　　　　　　　　の方法と異なっております。
③消費税等の処理方法　　　　　　税抜方式によっております。但し、資産に係る控除対象外消費

税等は発生事業年度の期間費用としております。
④連結納税制度の適用　　　　　　連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　　当社は従来、有形固定資産の減価償却方法として、建物（建物付属設備を除く）及びリース資産を

除き、定率法によっておりましたが、当事業年度より定額法に変更しております。この変更は、事業
構造改革を契機に減価償却方法の見直しを行った結果、有形固定資産の今後の使用形態をより適切に
反映し、原価配分をより適切に収益に対応させる定額法が望ましい方法であると判断したため、実施
したものです。また、この変更に伴い、一部の有形固定資産の耐用年数の見直しを行っております。
　当該変更が当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

投資有価証券 701百万円
※関税等の納期期限延長を受けるために東京税関他に差し入れたものであります。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 204,306百万円
　なお、減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。

⑶　保証債務等偶発債務
保証債務残高 1,571百万円
※従業員の住宅ローン借入に対する保証であります。

⑷　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
①　短期金銭債権 79,042百万円
②　短期金銭債務 142,061百万円

⑸　取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務はありません。
⑹　受託販売業務に係る債権債務
       受託業務契約によりＴＤＫ-ＥＰＣ株式会社より委託された代行販売の売渡額及び買受額に係　　 

る債権債務残高は、それぞれ売掛金または買掛金に含まれております。
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４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　売上高
②　役務収益

47,540百万円
8,560百万円

③　仕入高 19,851百万円
④　営業取引以外の取引高 87,272百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 129,590千株 －千株 －千株 129,590千株

⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 3,790千株 1千株 15千株 3,776千株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加１千株であります。
自己株式の数の減少は、ストックオプションの行使による減少及び単元未満株式の売渡しによる
減少の15千株であります。

⑶　配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成25年 6 月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 3,774 30 平成25年 3 月31日 平成25年 6 月28日

平成25年10月31日
取 締 役 会 普通株式 3,774 30 平成25年 9 月30日 平成25年12月 3 日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
平成26年６月27日開催の定時株主総会において次の議案を付議します。

株 式 の 種 類 配当金の総額
(百万円) 配 当 の 原 資 １ 株 当 た り

配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

普 通 株 式 5,032 利益剰余金 40 平成26年 3 月31日 平成26年 6 月30日
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⑷　当事業年度末における新株予約権に関する事項

発　効　日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数
平成18年８月６日 普通株式 2,500株
平成19年７月８日 普通株式 5,000株
平成20年７月６日 普通株式 14,500株
平成21年７月５日 普通株式 32,200株
平成22年７月４日 普通株式 29,600株
平成22年８月１日 普通株式 70,600株
平成23年７月３日 普通株式 41,700株
平成23年８月１日 普通株式 68,800株
平成24年７月８日 普通株式 39,400株
平成24年８月１日 普通株式 89,700株
平成25年７月７日 普通株式 38,200株
平成25年８月１日 普通株式 87,100株

（注）　権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　関係会社株式 76,582百万円
　貸倒引当金 13,419百万円
　退職給付引当金 9,561百万円
　減価償却費超過額 3,825百万円

繰越欠損金 2,413百万円
　その他 5,612百万円
繰延税金資産小計 111,415百万円
評価性引当額 △95,978百万円
繰延税金資産合計 15,436百万円

繰延税金負債
　退職給付信託設定益 △2,517百万円
　その他有価証券評価差額金 △1,511百万円
　その他 △287百万円
繰延税金負債合計 △4,317百万円
繰延税金資産の純額 11,119百万円
（追加情報）
法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、
平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日
に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の37.8％から35.5％となります。
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　また、「地方税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第４号）及び「地方法人税法」（平
成26年法律第11号）が平成26年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度
から法人住民税率が軽減される代わりに、国税とされる地方法人税が課せられることになりました。
　これらの税率変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している主な資産として電子計算機及び
その周辺機器があります。

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社

属 性 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
(百万円)

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期 末 残 高
(百万円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子会社 TDK-EPC
株式会社 2,000 受動部品の

製造・販売
直接
100 あり

製 品 の
受 託 販
売・資金
の貸付

製品仕入
(注1) 126,259 買掛金 46,083

資金の貸付
(注2) － 長期

貸付金 200,000

資金の回収
(注2) 9,037 短期

貸付金 10,000

利息の受取
(注2) 3,223 － －

子会社 TDK-MCC
株式会社 1,000 受動部品の

製造
間接
100 なし

当 社 製
品 の 製
造

資金の貸付
(注2、3) 5,040 長期

貸付金 40,377

子会社 TDKラムダ
株式会社 2,976 磁気応用製品

の製造・販売

直接
53.02
間接

46.98
あり

当 社 製
品 の 製
造・販売

資金の貸付
(注2) 2,600 短期

貸付金 11,400

子会社 TDK
Europe S.A.

352,113千
ユーロ

欧州子会社の
管理・統括

直接
100 あり 資 金 の

貸付

資金の貸付
(注2) 1,692 短期

貸付金 6,627

資金の貸付
(注2) － 長期

貸付金 7,082

子会社
Headway
Technologies,
Inc.

163,161千
USドル

磁気応用製品
の製造・販売

直接
100 あり

当 社 製
品 の 製
造

資金の借入
(注2) 1,774 短期

借入金 20,584

子会社
TDK
Hong Kong
Company
Limited

25,500千
香港ドル

受動部品及び
磁気応用製品
の製造・販売

直接
100 あり

当 社 製
品 の 製
造・販売

株式の譲渡
(注4) 48,436 未収入金 3,354

子会社
SAE
Magnetics
(Hong Kong)
Limited

50千
香港ドル

磁気応用製品
の製造・販売

間接
100 あり

当 社 製
品 の 製
造・販売

製品販売
(注5) 14,720 売掛金 1,771

技術指導料
等の受取
(注6)

2,720 未収入金 689

資金の借入
(注2) 32,650 短期

借入金 51,460

子会社
Amperex
Technology
Limited

2,614千
USドル

フィルム応用
製品の製造・
販売

直接
38.87
間接

45.47
あり

当 社 製
品 の 製
造・販売

資金の回収
(注2) 6,566 短期

貸付金 11,115
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取引条件ないし取引条件の決定方針等
(注1) 製品の仕入に関しましては、市場価格を基に仕入先と交渉の上決定しております。なお、製品

仕入額及び期末仕入債務残高には受託業務契約によりTDK-EPC株式会社より委託された代
行販売に係る買受額及びその債務残高が含まれております。

(注2) 子会社に対する資金の貸付及び子会社からの資金の借入について、利率は市場金利を勘案し
て、双方の合意の上で決定しております。

　　　なお、取引金額は純額表示しております。
(注3) 子会社に対する貸付金に関して、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。その結果TDK-MCC株式会社に対する貸付金
残高に対して当期貸倒引当金を36,701百万円設定しております。

(注4) 締結された売買契約に基づき、当社が保有する関係会社株式の一部を譲渡したものでありま
す。

(注5) 製品の販売に関しましては、市場価格を基に販売先と交渉の上決定しております。
(注6) 技術指導料等については販売実績を基礎とし、契約によって決定しております。
 なお、取引金額には消費税等は含まれておりません。
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９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,664円93銭
⑵　１株当たり当期純利益 155円82銭
10．その他の注記
　⑴　退職給付関係

　① 採用している退職給付制度の概要
　　　当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金（基金型）、退職手当（退職一時金制度）を設

けている他、確定拠出年金制度を設けております。
　② 退職給付債務及びその内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円

第118期
（平成26年３月31日現在）

 ⑴　退職給付債務 △141,476
 ⑵　年金資産 112,348
 ⑶　未積立退職給付債務　⑴＋⑵ △29,127
 ⑷　未認識数理計算上の差異 23,679
 ⑸　未認識過去勤務費用 △7,620
 ⑹　前払年金費用 2,160
 ⑺　退職給付引当金　⑶＋⑷＋⑸－⑹ △15,229

　③ 退職給付費用の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円

第118期
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

 退職給付費用 6,016
 ⑴　勤務費用 3,123
 ⑵　利息費用 1,945
 ⑶　期待運用収益 △2,187
 ⑷　過去勤務費用の費用処理額 △1,318
 ⑸　数理計算上の差異の費用処理額 3,777
 ⑹　臨時に支払った割増退職金等 320
 ⑺　確定拠出年金への掛金支払額 355

　④ 退職給付債務の計算基礎

第118期
（平成26年３月31日現在）

 ⑴　割引率 1.3％
 ⑵　長期期待運用収益率 2.3％
 ⑶　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
 ⑷　過去勤務費用の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間
 ⑸　数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間
　⑵　関係会社株式売却益

　　関係会社株式売却益は、当社が保有する海外の関係会社株式を当社の子会社に譲渡した際に生じた
ものであります。
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　⑶　減損損失
　　当事業年度においては、当社は以下の資産グループについて、減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 金額（百万円）

事業用資産 建物 　山梨県中央市他 118

事業用資産 機械及び装置他 　大分県日田市 1,333

事業用資産 機械及び装置他 　山形県鶴岡市他 1,217
　当社は、原則として事業部単位にてグルーピングを行っております。一部の事業用資産について
は、市況の著しい悪化に伴い収益力が低下しており、売却の可能性も極めて低いことから、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

 当該資産の回収可能価額は、使用価値または正味売却価額により測定しており、使用価値は将来キ
ャッシュフローを6.4%で割り引いて算定し、正味売却価額は処分価額により算定しております。

　⑷　関係会社株式評価損
　　関係会社株式評価損は、当社が保有する国内の関係会社株式を評価減したものであります。

　⑸　未適用の会計基準等
　　・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）
　　・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

　 ① 概要
      未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方

法並びに開示の拡充等について改正されました。
　 ② 適用予定日
　　　　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、翌事業年度の期首から適用します。
　　　　なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の計算書類に対

しては遡及適用しません。
　 ③ 当該会計基準等の適用による影響
　　　　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による計算書類に与える影響額については、現時点

で評価中であります。
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